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諭が中心で、地域の就学前の幼児を対象に、発達上の
課題について相談活動を行っていた。これは、本校を
希望する幼児の就学相談ではなく、地域のニーズをも
つ幼児への支援という位置づけであった。こうした形
で地域への支援を続けてきたことが、本校がいち早く
センター的機能への対応を行った背景にあると言える。
平成15年３月文部科学省から「今後の特別支援教育
の在り方について（最終報告）」が出され、特別支援
教育への転換を図ることとなった。LD、ADHD、高
機能自閉症を含めて障害のある児童生徒の自立や社会
参加に向けて、その一人一人の教育的ニーズを把握し
て、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善
又は克服するために、適切な教育や指導を通じて必要
な支援を行うことを定めた。そして、特別支援学校は
１　はじめに
本校は平成17年度に特別支援教育サポートセンター
を開設して以来、発達障害のある子どもの指導・支援
を行ってきた。過去５年間を振り返り、特別支援教育
サポートセンターにおける発達障害児指導・支援の変
遷から、本校が求められている特別支援教育のセンタ
ー的機能を考える。
２ 特別支援教育サポートセンター開設の
経緯
本校における地域への支援は、平成５年度から養育
相談という形で始められていた。当時は、小学部の教
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教育サポートセンターを開設した。
３ 特別支援教育サポートセンターの組織
と業務
特別支援教育サポートセンターの主な業務は、「県
内の幼稚園（保育所を含む）・小学校・中学校並びに
そこに在籍する特別支援教育を必要とする園児児童生
徒及びその保護者に対する支援を行うこと」である。
そこで、具体的な取組を以下の３つに整理した。
・学校園に訪問しての相談（訪問相談）
・教育的なアセスメント（教育アセスメント）
・特別支援教育サポートセンターに通所しての個
別、集団指導（放課後セッション）
平成18年度には、本校の特別支援教育コーディネー
ターを教諭３名（専任１名、兼任２名）に増員し、サ
ポートセンタースタッフとして業務にあたることにな
った。また、特別支援教育サポートセンターの組織と
役割を図１のように整理した。
地域の特別支援教育のセンター的機能を担う学校とし
て明言された。
群馬大学が大学法人化するにあたり作成した中期計
画には、次のような文言が盛り込まれた。「附属養護
学校（現在の附属特別支援学校）においては、（－中
略－）学習障害、注意欠陥・多動性障害についての教
育相談体制を整備し、特別支援教育センター（仮称）
の設置を目指す」、その具体的措置等として、「（－前
略－）学習障害、注意欠陥・多動性障害、高機能自閉
などの軽度障害児童生徒を支援するための教育相談組
織を立ち上げる。また、そのための研修を行う」と定
めた。この中期計画と具体的措置等を受け、本校は
「養護学校のセンター的機能の充実」を目指すことに
なった。
本校の教諭２名がサポートセンタースタッフ（専任
１名、兼任１名）として、先進校への視察を行ったり、
米国で実動中のスクールサイコロジストの助言を受け
たりしながら、開設に向けての準備を進めた。そして、
平成16年度の試行を経て、平成17年11月に、特別支援
４　特別支援教育サポートセンターの実践
表１は特別支援教育サポートセンターの５年間の業
績をまとめたものである。
（１）訪問相談（学校園からの相談）
訪問相談は、専任コーディネーター（以下、専任）
と兼任コーディネーター（以下、兼任）の２名で学校
園に訪問し、対象となる子どもの授業や休み時間の行
動観察をし、その後担任や指導担当、場合により校長、
教頭、保護者等も交えての相談を行うものである。コ
ーディネーター２名が対象となる子どもの行動観察を
行うことで、多角的な視点から助言を行うことができ
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図１ 特別支援教育サポートセンターの組織と役割（平成18年度）
相談を利用している。気になる園児数名について、専
門的な視点から指導・支援の助言を求めながら、園全
体の特別支援教育の充実を図っている。（図２）Ｂ小
学校では、対象となる子どもへの指導・支援だけでな
く、学級の児童への配慮や集団としてのルールづくり
といった学級全体への支援についても助言を求められ
ていることがわかる。（図３）また、学校園によって
は管理職が同席し、特別支援教育の視点から学級経営
るという良さがある。
表１の「訪問相談」には平成17年度から平成20年度
に訪問した学校園数と相談を行ったケース数を示して
いる。なお、この数値には、学校園からの依頼による
相談の他、放課後セッション開始のため、教育アセス
メント実施のため、附属特別支援学校新入学予定者の
引継ぎのための情報交換を目的とした訪問も含まれて
いる。
平成21年度には、訪問相談のケース数が減少してい
る。これは、平成15年度の群馬県特別支援教育サポー
ト事業、平成19年度の群馬県特別支援教育体制推進事
業等により県立特別支援学校や教育事務所での支援体
制が整い、各地域において、巡回相談が受けられるよ
うになったことが背景にあると考えられる。
本校は国立大学法人附属学校という立場から、学校
園から依頼さえあれば、県内どこでも地域を限定せず
に訪問を行ってきた。過去５年間に訪問した地域を見
てみると、前橋市だけでなく、太田市、中之条町、甘
楽町、富岡市等、遠方からの依頼もある。１校につき
対象となる子どもが１名の場合もあれば、複数名の場
合もある。子どもの年齢もさまざまである。相談の対
象となっているのは、ほとんどが発達障害の診断を受
けている、あるいは疑われる子どもである。相談の主
訴は、通常学級における発達障害のある子どもへの指
導、特別支援学級での指導、友だちとのかかわり、保
護者への対応等である。
訪問記録を見ると、複数年にわたり、継続してサポ
ートセンターを利用している学校園もあることがわか
る。Ａ幼稚園では、ほぼ毎年サポートセンターの訪問
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訪問相談 教育アセスメント
放課後セッション
養育相談
研修協力
来校相談 電話相談
個別 集団 講師等派遣 研修会開催
平成 17 年度 18 校（39 ケース） ９ケース 10 人 実施せず 実施せず 実施せず 実施せず ― ―
平成 18 年度 20 校（40 ケース） 12 ケース 11 人（128 回）
11 人
（２回）
４ケース
（12 回） ３回 ４講座 21 件 ９件
平成 19 年度 26 校（40 ケース） 20 ケース 12 人（125 回）
12 人
（２回）
１ケース
（２回） ２回 ５講座 29 件 94 件
平成 20 年度 33 校（54 ケース） 10 ケース 13 人（133 回）
13 人
（２回）
４ケース
（10 回） ２回 ６講座 31 件 90 件
平成 21 年度 13 校（16 ケース） １ケース 10 人（121 回）
14 人
（２回）
５ケース
（11 回） ３回 ３講座 31 件 39 件
表１ 特別支援教育サポートセンター５年間の業績
図２ Ａ幼稚園の訪問相談記録
されていないと感じている。学校側に改善を求めてき
たが、変化は見られなかったので、他機関に相談し、
学校側に進言してもらった」といった相談があった。
一方、学校からは、「保護者は個別に支援を望んでい
るが、学校としては、今の体制で何とかできると考え
ている。どのように保護者に対応したらよいか悩んで
いる」、「家庭に学校での取組や課題を伝えた際、保護
者は『家庭でもしっかりやっています』との返答で対
応に苦慮した。教育相談や授業参観等を通して、学校
での成長の様子や取組を丁寧に伝えたことで、保護者
も支援の必要を感じ始めてきている」といった相談が
あった。このことから学校、保護者ともに連携の難し
さを感じていることがうかがえる。
（３）放課後セッション
放課後セッションは、発達障害のある小学生・中学
生を対象にした通所による個別あるいは集団で行う学
習支援である。
放課後セッションは、毎年10名程度の児童生徒が利
用している。随時受入を行っているが、平成18年度か
らは年度当初に定員を上回る申込みがある状況であ
る。平成20年度には８名、平成21年度には６名の待機
者が出ており、放課後セッションへのニーズは高いこ
とがうかがえる。
①在籍校への移行支援
放課後セッションは試行期（平成16年度）に小学６
年生１ケースで始まった。平成17年度当初は、訪問相
談や教育アセスメントの際の紹介からの利用者がほと
んどだった。その後、Webページによる情報発信や、
他機関からの紹介等により保護者からの問い合わせが
増えた。在籍校との連携を重視し、利用にあたっては
在籍校からサポートセンターへ申込むこととした。放
課後セッション開始にあたっては、スタッフが在籍校
に訪問し、情報交換を行うようにした。
放課後セッションにおける指導で見出した有効な支
援を、在籍校での支援に生かしてもらうために、平成
20年度には、在籍校への指導引継のための資料（図４）
を作成し、在籍校に放課後セッションでの成果と課題
についての報告を行うようにした。報告をもとに、在
籍校における状況を含めて検討することで、学校で直
面している課題や、その解決方法を明らかにし、学校
生活の充実につなげることができるケースもあった。
や校内支援体制について、あるいは特別支援教育の制
度等についての助言を求められることもあった。この
ように、学校の教育力向上を目指して、サポートセンタ
ーを活用する学校が出てきている。
（２）来校相談（保護者からの相談）
サポートセンターでは電話あるいは来校により、保
護者の相談も受けてきた。平成18年度から平成21年度
の相談記録から主訴を見ると、登校しぶりや不登校へ
の対応、家族への暴力に対する対応など家庭の中での
かかわり方についての相談が主である。相談の対象は
小学校中学年から中学生の子どもの保護者が中心で、
発達障害に起因する２次障害への対応の難しさを抱え
るケースが多い。また、学校での指導への不安や要望
がうまく伝えられないといった学校との連携に対する
悩みを抱えている保護者が少なくない。
保護者からは、「小学校の担任に本人の特性や必要
な支援をお話しし、中学校へも伝えてもらったが、支
援していただけない。今後も心理検査の結果など本人
の特性についてお話ししても、何も変わらないのでは
ないか」、「プリント学習・読書・散歩を組み合わせた
時間割で毎日を過ごすなど、発達に合わせた指導がな
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図３ Ｂ小学校の訪問相談記録
とによって成果がある」との考えから、以下の方策で
在籍校との連携の強化を図った。
・在籍校への情報提供のための放課後セッション
募集要項（巻末資料１）の作成
・保護者と在籍校担任等による放課後セッション
申込書（巻末資料２）の作成
・在籍校での行動観察と担任等との面談の実施
・在籍校の担任等を対象にした見学会開催
・在籍校への結果報告（報告書の提出と説明）
在籍校の担任等を対象にした見学会は、９月に２回
開催した。１回目には６名、２回目には８名の在籍学
級担任や協力学級担任、通級指導教室担当の教員が参
観し、指導を担当する教員と情報交換を行うことがで
きた。
年度末には、放課後セッションにおける児童生徒の
ねらいや指導内容、セッション中の子どもの様子や成
長、担当者がとらえた子どもの特性と有効だった支援
を在籍校に伝えるために「放課後セッションの指導報
告書」（図５）を作成した。報告書には、写真やワー
クシートを添付することで、子どもの取り組みの様子
や支援の工夫を具体的に示すことができるように心が
さらに平成21年度には、「放課後セッションでの指
導は家庭や在籍校と連携し、ともに取り組んでいくこ
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図４ 在籍校への指導引継ぎのための資料
図５ 放課後セッション指導の報告書
保護者とともに振り返り、その成果（成長）を確認し、
今後の課題とその対応を見いだせるようにした。
平成20年度からは、放課後セッションを担当する教
員の指導の充実を図り、発達障害のある児童生徒への
指導・支援の研修の機会とすることを目的に、障害児
教育講座の浦h源次教授、霜田浩信准教授から指導を
受けるようにした。
③集団指導の実施
放課後セッションは個別での指導を中心に行ってき
ていたが、先行事例をもとに、集団での指導について
検討をしていた。そして、平成18年度から年に２回、
集団指導である「グループセッション」を実施した。
平成18・19年度は「複数名でのセッションの体験を
すること」を目的に、個別指導を利用している小中学
生の希望者を対象にした集団指導を10月と３月に企画
した。第１回は専任・兼任とボランティア（主に教育
学部学生）が支援にあたったが、第２回には個別指導
の担当数名が参加し、集団の中で見せる児童生徒の姿
から新たな課題をとらえ、個別指導のプログラムに生
かすことを試みた。また、利用者にも積極的に参加を
呼びかけるようにした。
平成20年度には「小集団でのセッションを体験する
けた。評価（成果と課題）には、指導担当の評価だけ
でなく、保護者が感じている成長と課題を記述した。
また、放課後セッションを通してとらえた子どもの特
性と有効あるいは必要と思われた支援等をまとめるこ
とで、在籍校での支援に生かしてもらえるように工夫
した。専任が３月に在籍校に訪問し、報告書を提出す
るとともに、今後の在籍校での支援の充実につながる
ように情報提供や報告を行った。平成20年度と同様に、
放課後セッションの報告ともとに在籍校における状況
を含めて検討することで、子どもの成長をとらえ、今
後の課題を見出すことができた。在籍校によっては、
保護者自身の変容や今後の支援といったことも検討す
るケースもあった。さらには、報告の際に管理職から、
見学会が教員の研修にもつながったとの評価や、集団
セッションにより集団適応の力を伸ばしてほしいとい
う要望も聞くことができ、次年度の放課後セッション
を充実するための貴重な意見となった。
②個別指導の充実
放課後セッションを利用する児童生徒１名に対し、
本校教諭１名が指導を担当し、月１回程度の個別指導
を行ってきた。
平成18年度末には、事例引き継ぎ資料の作成をし、
１年間の指導の評価と新年度への課題を次年度担当へ
引き継げるようにした。平成19年度には、専任は運営
や連絡調整にあたり、指導を担当する教員の相談や助
言を行えるようにした。平成20年度には、中間評価と
年度末評価を行った。７月の中間評価では、３か月間
での変容から成果と課題、今後の予定についてまとめ
た資料を基に、専任と検討し、８月以降の個別指導に
活用した。平成21年度には、保護者との面談や専任か
らの情報等を参考に、「放課後セッションにおける指
導計画」（図６）を作成した。指導計画を作成するこ
とで、放課後セッションでの指導のねらいが明確にな
り、毎回の指導の評価の際に、指導計画に基づいた指
導が行えているかを見直し、次回に指導に向けて改善
をしていけるようになった。
また、子どもの実態や目標から、中学生では平成21
年度当初から、小学生は12月から、２～３人で活動す
る時間を設定し、子ども同士のかかわりの中で個別に
指導を行うようにした。年度末評価では、１月のセッ
ション最終日に、保護者との面談を行い、放課後セッ
ションにおける子どもの変容や家庭・学校での変容を
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図６ 放課後セッションにおける指導計画
・授業中に声を出したり、口笛を吹いたりして、授業
を妨げてしまうことがある。
【観察から気付いたこと】
・教師が５分程度話し続けていると、足を動かし始め
たり、通路側に足を投げ出すような姿勢を取ったりし、
落ち着きがなくなる。
・教師の一つ一つの発言に対して反応する姿から、言
語による情報を十分に理解しているようにも見える
が、話を統合して組み立てたり、見通しを立てること
にはつながっていないように感じられた。
・集中して取り組んでいるときには、教師の指示に対
して注意が向かず指示を聞くことができていない様子
が見られる。
・手を動かしながら話を聞くといった同時処理に苦手
さが見受けられる。
【有効な支援についてのフィードバック】
・「先生が戻ってくるまでにやっておいてね」といっ
た本人にわかりやすい区切りを示すことで、課題に集
中する様子が見られた。
・担任は、クラス全体への指示を出してから、本人へ
の個別の指示や対応を行っていた。
【有効と考えられる支援についての助言】
・長い時間座っていられるようになるのかを考えるだ
けでなく、どのくらいであれば座っていられるのか掴
む。
・配布物をとりにこさせたり、指名するなどして、意
図的に体を動かせる場面を作り、次にまた授業に向か
えるようにしていく支援も大切である。
・区切りや終わりを明確にして、いつまでにやればよ
いのかを示す。課題によっては、友だちとの競争など
を取り入れることで集中を促すことができる。
・作業中などに教師が指示や説明を行う際には、手を
止めさせてから指示を行うことが必要。
・教師からの説明や指示は、ポイントを絞って、短い
フレーズで伝える。
・説明（言葉）だけで見通しを持たせるだけでなく、
付箋紙をつかってやることを順番に示すなどして、目
で見て確認することで、これまでよりも教師の言葉に
よる指示が減らせる。
・片付ける物の位置をテープで示したり、しまう場所
としまう物に同じ色のシールを貼るなどして、どこに
何をしまうのかをわかり易く示す方法について提案。
こと」を目的に、小学生グループと中学生グループに
分けて実施した。児童生徒５名程度に対し、３名の個
別指導の担当とボランティア（教育学部学生）で支援
にあたった。
平成21年度には「小集団で見られた課題を次回以降
の個別指導のプログラムに生かす契機とする」ために、
実施時期を７月と11月に変更した。小学生グループ、
中学生グループそれぞれで活動を行い、個別指導の担
当が支援者または観察者として参加した。
④保護者への支援
個別指導の日程が利用者によって異なっていた平成
18年度には、グループセッションの機会に、保護者懇
談会の場を設定し、保護者同士の情報交換が行えるよ
うにした。平成19年度以降は、利用者によって異なっ
ていた個別指導の日程を同じにした。そして、保護者
のための控え室を用意し、参考図書を閲覧したり、保
護者同士が情報交換をしたりできるようにした。また、
適宜サポートセンタースタッフが保護者の相談にのる
ようにした。
平成20年度には、群馬県発達障害者支援センター副
主幹をコーディネーターとした保護者研修会を開催し
た。平成21年度には、７月に障害児教育講座久田信行
教授をコーディネーターとした懇談会、11月には群馬
県発達障害者支援センター副主幹を講師とした研修会
および懇談会を行った。
このようにして、保護者の情報交換の場や研修機会
の提供を行ってきた。
５ 特別支援教育サポートセンターの実践
事例
ここでは、県内小学校での支援事例と放課後セッシ
ョンの指導実践事例を紹介する。
（１）県内小学校での支援事例
【対象児童】
小学校１年男子
【相談の概要】
・持ち物の準備や片付けができないことが多いため、
できたらご褒美（シール）がもらえるという支援を行
ってきたが、気分によって効果が見られないことがあ
る。
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と」を目標に積極的に友だちと話し合ったり準備を行
ったりすることができた。２回目のグループセッショ
ンに向けては、１回目の反省事項である「決められた
時間通りに進行し、遊びやコーヒータイムを充実させ
ること」を目指し、友だちと話し合って具体的な改善
策をたくさん出した。また、友だちとの話合いの中で
「人を指名するときには指を相手に向けないようにす
る」といった話合いのときのマナーについても、自分
から気づくことができた。「進路」「勉強のこと」など、
身近な話題について、友だちと意見交換することがで
きた。
【終結とその後】
本生徒に対する放課後セッションでの指導は、中学
校卒業により終結した。
本生徒は翌年の春、県内の県立高校に進学をした。
高校生になり、「制服姿を見せたい」と特別支援学校
にスタッフを訪ね、高校生活について笑顔で報告をす
る姿もあった。
６　まとめ
平成15年３月の答申を受け、平成19年４月から特別
支援教育が位置づけられ、すべての学校において障害
のある幼児児童生徒の支援をさらに充実していくこと
になった。このような変革の中、特別支援教育サポー
トセンターでは、県内の幼稚園（保育所を含む）・小
学校・中学校並びにそこに在籍する特別支援教育を必
要とする園児児童生徒及びその保護者に対する支援を
行ってきた。
訪問相談では、子どもへの指導・支援や学級全体へ
の支援、保護者への対応についての助言を行ってきた。
放課後セッションでは、発達障害のある子どもに対し
て直接的な指導を行うことで、子どもへの指導を行う
と同時に、指導で見出した有効な支援を、在籍校での
支援に生かしてもらうことに努めた。
来校相談や保護者研修会等の開催により保護者の支
援も行ってきた。
こうした取り組みをとおして見えてきたのは、保護
者は学校に特別支援体制の整備を求めているというこ
と、その一方で、学校園の中には、特別支援教育サポ
ートセンターを活用することで教育力向上を目指そう
と動き始めている学校もあるということである。この
・更に子どもの特性や苦手な部分を掴むためには、検
査が有効である。
（２）放課後セッションにおける中学生の支援事例
【対象となる生徒】
中学校３年生男子
【相談内容】
自分の興味のあることを一方的に話す傾向があり、
相手の話を最後まで聞き取らないまま、直感で解釈し
たり、よく分からないまま行動してしまいがちであ
る。
【放課後セッションでの目標】
要点をまとめて話すことや相手の話に耳を傾けるこ
とを学び、話合いに生かすことができる。
【放課後セッションでの取り組み】
・個別での指導では、「一番○○だったこと」という
テーマで作文を書く。自分の言いたいことを整理して
文章にできるように、小見出しをつけたり、作文を本
人と一緒に読み直したりしてして、伝えたいことが書
けたか確認しながら作文を作る。
・少人数グループでの活動では、話し合いながらグル
ープ活動の企画・立案を行う。友だちの意見を取り入
れたり、自分の意見を相手に伝えたりしていく。話合
い活動の様子をVTRで見て、自分の発表の様子を振り
返ったり、友だちの発表の仕方を参考にしたりできる
ようにする。
【変容】
〈個別での指導〉
５月に書いた作文では、書きたい内容をしぼりきれ
ずにたくさんの事柄を羅列する文章となっていた。そ
こで、自分の書いた作文をセンテンスごとに切り分け
てから一旦分類し、小見出しをつけて内容を整理する
こととした。このようにして、伝えたいことを整理し
てから書く練習を行うことで、９月に書いた作文では、
２つにしぼって作文を書くことができた。
〈少人数グループでの指導〉
・本人が発言した「先生はどう」「はい、次は先生ど
うぞ」という相手の意見を引き出す言葉をホワイトボ
ードに書き出したり、もう一度その場面を再現したり
して確認することで、相手の意見を引き出す際に利用
することができた。
・グループセッションの企画・立案に向けた話合いで
は、「みんなが楽しめるグループセッションにするこ
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○群馬大学「第一期の中期目標・中期計画」
http://www.gunma-u.ac.jp/html_hyouka/2aboutus_14.html
○群馬大学「中期計画・16～21年度計画の進捗状況〔教育研究
等の質の向上（付属病院・附属学校含む〕」
h t t p : / / w w w . g u n m a - u . a c . j p / h y o u k a / 4 _ m o k u h y o u -
keikaku/4.htm
○近藤千香子（2006）「養護学校におけるセンター的機能とそ
の役割」『日本特殊教育学会　第44回大会発表論文集』
○浦h源次・石原隆志・近藤千香子（2007）「特別支援教育サ
ポートセンターの試み」『平成19年度　群馬大学教育学部
学部・附属共同研究報告書』群馬大学教育学部　学部・附属
共同研究委員会編
○浦h源次・関根恵一・石原隆志・岡田明子・石原敏晴（2009）
「特別支援教育サポートセンターの実践～発達障害のある子
どもへのよりよい支援を求めて～」『平成21年度　群馬大学
教育学部　学部・附属共同研究報告書』群馬大学教育学部
学部・附属共同研究委員会編
※以下、特別支援教育サポートセンターの資料
・企画対応委員会　センター機能充実委員会「特別支援教育 サ
ポートセンター開設に向けて」（平成17年３月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンター発足までの事業計画概念図」（平成16年度）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンター設置要項（案）」（平成17年４月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンター　平成17年度内部規定・活動計画（案）」（平成17年４
月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンター　予算・経費についての方針（案）について」（平成
17年４月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校特別支援教育サポートセン
ター要項」（平成17年11月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンター開設と今後の方向性および業務活動を行う本校として
の意義について」（平成18年３月）
・「群馬大学教育学部附属養護学校特別支援教育サポートセン
ターの具体的な活動について」（平成18年３月）
・「特別支援教育サポートセンター活動計画」（平成17年度～
平成21年度）
・「相談部活動報告」（平成16年度）
・「特別支援教育サポートセンター　業績報告」（平成17年度
～平成21年度）
・「特別支援教育サポートセンター　活動記録」（平成17年度
～平成21年度）
・「群馬大学教育学部附属養護学校　特別支援教育サポートセ
ンターご利用案内」（平成17年度～平成18年度）
・「群馬大学教育学部附属特別支援学校　特別支援教育サポー
トセンターご利用案内」（平成19年度～平成21年度）
ことから特別支援教育サポートセンターは、特別支援
教育という視点からの専門的な助言を行うことによ
り、発達障害児への支援だけでなく、学校の教育力向
上への支援の一端を担ってきたと言える。
平成22年度、特別支援教育サポートセンターはその
組織を一部改変し、群馬大学教育学部子ども総合サポ
ートセンターという新たなセンターとして運営を始め
ている。子ども総合サポートセンターは、特別支援教
育サポートセンターが行ってきた発達障害のある子ど
もへの支援を引き継ぐとともに、専門的な助言により
学校の教育力向上への支援を担っていくことが求めら
れている。
本校は、これからも特別支援教育の専門性を高めな
がら、子ども総合サポートセンターと連携し、特別支
援教育のセンター的機能を果たしていこうとしてい
る。
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